平成２７年第４回長久手市議会定例会議案概要説明書
平成２７年１１月２７日（金）開会
　平成２７年第４回長久手市議会定例会議案概要説明一覧表
	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第４９号
	平成２７年度長久手市一般会計補正予算（第４号）
	歳入歳出とも、５億２，７５０万８千円の増額で、予算総額を

１９２億１，９９７万２千円とするものです。

　歳入といたしましては、繰越金、市税、県支出金等の増額及び繰入金の減額です。

　主なものは、前年度繰越金、個人市民税、子ども医療費補助金等の増額及び財政調整基金繰入金の減額です。
歳出といたしましては、総務費、民生費、教育費等の増額及び農林水産業費の減額です。

主なものは、財政調整基金積立金、子ども医療費、中学校教科書改訂に伴う消耗品等の増額及び職員人件費の減額です。
なお、長湫西保育園改修事業始め３事業で、翌年度に繰り越して使用します。



	議案第５０号
	平成２７年度長久手市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）
	歳入歳出とも、４，０３５万円の増額で、予算総額を

４５億６，１７１万１千円とするものです。

歳入といたしましては、繰越金の増額及び繰入金の減額です。

歳出といたしましては、諸支出金の増額です。



	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第５１号
	平成２７年度長久手市公共下水道事業特別会計補正予算（第１号）
	歳入歳出とも、１，２４８万４千円の増額で、予算総額を

１５億４，５６２万円とするものです。

歳入といたしましては、繰越金の増額です。

歳出といたしましては、総務費の増額です。



	議案第５２号
	議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律」等の施行による「地方公務員災害補償法施行令」の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するため必要があるからです。
条例改正の内容は、附則第５条で「地方公務員災害補償法施行令」の一部改正に伴う所要の規定を整理するものです。

なお、この条例は、公布の日から施行するものとし、平成２７年１０月１日から適用するものとします。

また、附則第２項から第４項までに経過措置を規定するものとします。



	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第５３号
	長久手市職員の再任用に関する条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律」の施行による「厚生年金保険法」及び「地方公務員等共済組合法」の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するため必要があるからです。

条例改正の内容は、附則第２項で「厚生年金保険法」及び「地方公務員等共済組合法」の一部改正に伴う所要の規定を整理するものです。

なお、この条例は、公布の日から施行するものとします。



	議案第５４号
	長久手市特定個人情報の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の制定について
	この案を提出するのは、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の施行に伴い、本条例を制定するため必要があるからです。

条例制定の内容は、第１条に趣旨、第２条に定義、第３条に市の責務などを規定する全６条で構成するものです。

なお、この条例は、平成２８年１月１日から施行するものとします。

	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第５５号
	長久手市税条例等の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、「地方税法」の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するため必要があるからです。

条例改正の主な内容は、第１条中長久手市税条例第８条で「徴収猶予に係る市の徴収金の分割納付又は分割納入の方法」の規定を追加し、第９条で「徴収猶予の申請手続等」の規定を追加することなどです。

なお、この条例は、平成２８年４月１日から施行するものとします。ただし、第２条及び第３条の規定は、公布の日から施行するものとします。

また、附則第２条に経過措置を規定するものとします。


	議案第５６号
	長久手市自転車等駐車場の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、「長久手古戦場駅駅前広場整備に伴う自転車等駐車場の再整備」に関し、本条例の一部を改正するため必要があるからです。

条例改正の内容は、「長久手古戦場駅第３自転車等駐車場」の位置を「長久手市横道４１番地３６８」に改めることです。

なお、この条例は、公布の日から施行するものとします。



	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第５７号
	長久手市介護保険条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の施行等に伴い、本条例の一部を改正するため必要があるからです。

条例改正の内容は、第１０条及び第１１条で介護保険料の徴収猶予及び減免に係る申請書の記載事項に「個人番号」を追加すること及び第１１条で「介護保険料の減免に係る申請書の提出期限」を改めることです。
なお、この条例は、平成２８年１月１日から施行するものとします。


	議案第５８号
	長久手市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」の施行等に伴い、本条例の一部を改正するため必要があるからです。

条例改正の主な内容は、第２５条で「国民健康保険税の減免に係る申請書の提出期限」を改めること及び国民健康保険税の減免に係る申請書の記載事項に「個人番号」を追加することなどです。

　なお、この条例は、平成２８年１月１日から施行するものとします。


	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第５９号
	長久手市地区計画等の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、下山地区計画の区域内における建築物の敷地、構造又は用途に関する制限について必要な事項を定めることに関し、本条例の一部を改正するため必要があるからです。
条例改正の内容は、別表第１で下山地区整備計画区域に関する適用区域を追加すること及び別表第２で下山地区整備計画区域に関する制限を追加することです。

なお、この条例は、公布の日から施行するものとします。



	議案第６０号
	長久手市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について
	この案を提出するのは、「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律」等の施行による「非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令」の一部改正に伴い、本条例の一部を改正するため必要があるからです。

条例改正の主な内容は、附則第５条で「非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令」の一部改正に伴う所要の規定を整理するものです。

なお、この条例は、公布の日から施行するものとし、平成２７年１０月１日から適用するものとします。

また、附則第２項及び第３項に経過措置を規定するものとします。



	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第６１号
	公の施設の区域外設置について
	この案を提出するのは、地方自治法第２４４条の３第１項の規定により、名古屋市から本市区域内においてバス停留所を設置し、バスを運行するため、区域外の公の施設の設置についての協議がなされたため、同条第３項の規定により議会の議決を求めるものです。



	議案第６２号
	長久手市福祉の家デイサービスセンターの指定管理者の指定について
	この案を提出するのは、地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づき、長久手市福祉の家デイサービスセンターの指定管理者を指定するため必要があるからです。
指定管理者となる団体は、長久手市前熊下田１７１番地　社会福祉法人長久手市社会福祉協議会で、指定の期間は平成２８年４月１日から平成３１年３月３１日までの３年間です。


	議案第６３号
	長久手市高齢者生きがいセンターの指定管理者の指定について
	この案を提出するのは、地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づき、長久手市高齢者生きがいセンターの指定管理者を指定するため必要があるからです。
指定管理者となる団体は、長久手市岩作城の内９８番地　公益社団法人長久手市シルバー人材センターで、指定の期間は平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間です。


	議案番号
	議　案　名
	議　　案　　の　　概　　要

	議案第６４号
	市道路線の廃止について
	この案を提出するのは、道路法第１０条第３項の規定に基づき、市道の路線を廃止するため必要があるからです。

廃止路線としては、櫨木下山１号線始め３路線です。


	議案第６５号
	市道路線の認定について
	この案を提出するのは、道路法第８条第２項の規定に基づき、市道の路線を認定するため必要があるからです。

認定路線としては、櫨木１０号線始め２路線です。


	議案第６６号
	長久手市都市公園の指定管理者の指定について
	この案を提出するのは、地方自治法第２４４条の２第３項の規定に基づき、後山公園を始め４０の長久手市都市公園の指定管理者を指定するため必要があるからです。
指定管理者となる団体は、長久手市岩作下島２８番地　長久手緑化事業協力会で、指定の期間は平成２８年４月１日から平成３２年３月３１日までの４年間です。

	議案第６７号
	和解及び損害賠償の額の決定について
	この案を提出するのは、地方自治法第９６条第１項第１２号及び第１３号の規定に基づき、和解及び損害賠償の額について議決の必要があるからです。
和解内容及び損害賠償の額は、公用車事故に係る損害賠償の請求に関し、市が相手方に１５０万８，８４０円を支払うものです。
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